
 

   

 

○ 「特定機能病院に関する事項について」（令和８年４月 24日付け医政発 0424第９号厚生労働省医政局長通知）新旧対照表 

 

（下線は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

1 趣旨 

特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化の一環として、高

度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び評価、医療の高度の

安全の確保、高度の医療に関する研修等並びに地域の医療への人

的協力を含む地域における医療の確保を実施する能力を備え、か

かる病院としてふさわしい人員配置、構造設備等を有する大学病

院本院について特定機能病院の名称を承認するものであること

（以下「特定機能病院Ａ」という。）。また、独立行政法人通則法

（平成 11年法律第 103号）第 35条の４第１項に規定する中長期

目標又は国立健康危機管理研究機構法（令和５年法律第 46号）第

27条第１項に規定する中期目標に基づき運営され、もつて公衆衛

生の向上及び増進に寄与することを目的とする特定機能病院（以

下「特定機能病院Ｂ」という。）については、特定機能病院Ａと異

なる承認要件を設定すること。なお、令和８年改正省令の施行の

際現に特定機能病院であって、令和８年改正省令による改正後の

医療法施行規則第９条の 20 第１項第１号ホの規定を満たさない

特定機能病院（以下「その他の特定機能病院」という。）について

は、令和８年改正省令による医療安全に関する第９条の 20の２、

第９条の 25及び第 15条の４の改正規定を除き、当分の間、なお

従前の例によることとし、引き続き特定機能病院としての取扱い

1 趣旨 

特定機能病院制度は、医療施設機能の体系化の一環として、

高度の医療の提供、高度の医療技術の開発及び評価、医療の高

度の安全の確保、高度の医療に関する研修等並びに地域の医療

への人的協力を含む地域における医療の確保を実施する能力を

備え、かかる病院としてふさわしい人員配置、構造設備等を有

する大学病院本院について特定機能病院の名称を承認するもの

であること（以下「特定機能病院Ａ」という。）。また、独立行

政法人通則法（平成11年法律第103号）第35条の４第１項に規定

する中長期目標又は国立健康危機管理研究機構法（令和５年法

律第46号）第27条第１項に規定する中期目標に基づき運営さ

れ、もつて公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的とす

る特定機能病院（以下「特定機能病院Ｂ」という。）について

は、特定機能病院Ａと異なる承認要件を設定すること。なお、

令和８年改正省令の施行の際現に特定機能病院であって、令和

８年改正省令による改正後の医療法施行規則第９条の20第１項

第１号ホの規定を満たさない特定機能病院（以下「その他の特

定機能病院」という。）については、令和８年改正省令による医

療安全に関する第９条の20の２、第９条の20及び第15条の４の

改正規定を除き、当分の間、なお従前の例によることとし、引

別添 



 

とすること。 

  

2～5 （略） 

 

6 管理者の業務遂行 

（1）～（2） （略） 

（3） ６（2）ア（ア）の「地域への一定の人的協力を行うこと」

とは、特定機能病院Ａが派遣先医療機関との連携及び調整の

下、当該医療機関に対し医師を計画的かつ継続的に派遣するこ

とにより、地域における医療提供体制の確保及び充実を図るこ

とであり、特定機能病院Ａから派遣される常勤医師換算数が原

則として 60 人以上であることを要件とする。60 人を下回った

場合にあっては、60人を下回った年度の次年度からの年次計画

を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならないものである

こと。その際の作成様式は、様式第８のとおりであること。 

なお、｢派遣される常勤医師換算数｣は、次に掲げる要件を満

たす者を常勤換算して得られた数値をいうものとする。具体的

な算出方法等は「医師派遣調査の作成要領」を参照すること。 

ア 常勤/非常勤の雇用形態によらず、特定機能病院Ａから半年

以上継続して派遣された医師であること（派遣期間が半年未

満の医師であっても、実態として半年以上の継続的な医師の

派遣を行っているとみなすことができる場合については算入

可能。）。 

イ 特定機能病院Ａの在籍期間が３年以上の医師であること。

なお、｢在籍期間が３年以上の医師｣とは、医師法の規定によ

き続き特定機能病院としての取扱いとすること。 

 

2～5 （略） 

 

6 管理者の業務遂行 

（1）～（2） （略） 

（3） ６（2）ア（ア）の「地域への一定の人的協力を行うこと」

とは、特定機能病院Ａが派遣先医療機関との連携及び調整の

下、当該医療機関に対し医師を計画的かつ継続的に派遣するこ

とにより、地域における医療提供体制の確保及び充実を図るこ

とであり、特定機能病院Ａから派遣される常勤医師換算数が原

則として 60人以上であることを要件とする。60人を下回った

場合にあっては、60 人を下回った年度の次年度からの年次計

画を作成し、厚生労働大臣に提出しなければならないものであ

ること。その際の作成様式は、様式第８のとおりであること。 

なお、｢派遣される常勤医師換算数｣は、次に掲げる要件を満

たす者を常勤換算して得られた数値をいうものとする。別途、

令和８年度業務報告までに具体的な算出方法等を示す。 

ア 常勤/非常勤の雇用形態によらず、特定機能病院Ａから半

年以上継続して派遣された医師であること（派遣期間が半年

未満の医師であっても、実態として半年以上の継続的な医師

の派遣を行っているとみなすことができる場合については

算入可能。）。 

イ 特定機能病院Ａの在籍期間が３年以上の医師であること。

なお、｢在籍期間が３年以上の医師｣とは、医師法の規定によ



 

る臨床研修修了後に特定機能病院Ａ（いわゆる｢医局｣を含

む。）に３年以上所属している医師をいう。 

ウ 病院の管理者（病院長）としての派遣ではないこと。 

エ 大学病院本院から別の大学病院本院に派遣されている医師

が、さらに別の医療機関に派遣される場合については、最初

の派遣に限り算入する。 

オ 同一法人が開設する医療機関（いわゆる｢分院｣、｢サテライ

ト診療所｣等）は原則として派遣先として取扱わないものとす

る。ただし、当該医療機関が医師少数区域又は医師少数スポ

ットに所在する場合は、派遣先として取扱い、算入対象とす

ることができるものとする。 

（4）～（39） （略） 

 

7 （略） 

 

8 人員配置 

(1) ～（8） （略） 

(9)  医療法施行規則第22条の２第３項に規定する専門の医師

については、「広告が可能な医師等の専門性に関する資格名等

について」（平成19年６月18日付け医政総発0618001号医政局

総務課長通知）の別紙又は「医療法第六条の五第三項及び第

六条の七第三項の規定に基づく医業、 歯科医業若しくは助産

師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告する

ことができる事項の一部を改正する告示」（令和３年厚生労働

省告示第347号）において広告することが可能とされている

る臨床研修修了後に特定機能病院Ａ（いわゆる｢医局｣を含

む。）に３年以上所属している医師をいう。 

ウ 病院の管理者（病院長）としての派遣ではないこと。 

エ 大学病院本院から別の大学病院本院に派遣されている医

師が、さらに別の医療機関に派遣される場合については、最

初の派遣に限り算入する。 

オ 同一法人が開設する医療機関（いわゆる｢分院｣、｢サテラ

イト診療所｣等）は原則として派遣先として取扱わないもの

とする。ただし、当該医療機関が医師少数区域又は医師少数

スポットに所在する場合は、派遣先として取扱い、算入対象

とすることができるものとする。 

（4）～（39） （略） 

 

7 （略） 

 

8 人員配置 

(1) ～（8） （略） 

(9)  医療法施行規則第22条の２第３項に規定する専門の医師

については、「広告が可能な医師等の専門性に関する資格名等

について」（平成19年６月18日付け医政総発0618001号医政局

総務課長通知）の別紙又は「医療法第六条の五第三項及び第

六条の七第三項の規定に基づく医業、 歯科医業若しくは助産

師の業務又は病院、診療所若しくは助産所に関して広告する

ことができる事項の一部を改正する告示」（令和３年厚生労働

省告示第347号）において広告することが可能とされている



 

「整形外科専門医」、「皮膚科専門医」、「麻酔科専門医」、「放

射線科専門医」、「眼科専門医」、「産婦人科専門医」、「耳鼻咽

喉科専門医」、「泌尿器科専門医」、「形成外科専門医」、「病理

専門医」、「内科専門医」、「外科専門医」、「救急科専門医」、

「小児科専門医」、「脳神経外科専門医」、「リハビリテーショ

ン科専門医」、「精神科専門医」、「臨床検査専門医」又は「総

合診療専門医」を指すものであること。 

9～12 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「整形外科専門医」、「皮膚科専門医」、「麻酔科専門医」、「放

射線科専門医」、「眼科専門医」、「産婦人科専門医」、「耳鼻咽

喉科専門医」、「泌尿器科専門医」、「形成外科専門医」、「病理

専門医」、「総合内科専門医」、「外科専門医」、「救急科専門

医」、「小児科専門医」、「脳神経外科専門医」、「リハビリテー

ション科専門医」、「精神科専門医」、「臨床検査専門医」又は

「総合診療専門医」を指すものであること。 

9～12 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  


